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公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議について 

 

令和５年９月 

環境省地球環境局 

地球温暖化対策課 

１．経緯 

○ 「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措

置について定める計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決定。以下「政府実行計画」とい

う。）において、2030 年度までの設置可能な建築物（敷地を含む。）の約 50％以上へ

の太陽光発電設備の設置をはじめとした各種取組が定められており、その実施状況の

点検結果を審議した中央環境審議会において、優良事例等の共有や、地方公共団体も

含め対策に共通性があるものを情報共有する仕組みの構築について、委員から指摘を

受けたところ。 

○ 「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年 10月 22日公表。以下「エ

ネルギー需給見通し」という。）における 2030年度の太陽光発電の導入見込みにおい

ては、政府実行計画等に基づき、公共部門を率先して実行することで 6.0GW分の導入

が見込まれている。 

○ その上で、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議決定）において、各府省庁に

おける太陽光発電の国・地方公共団体の施設種別の導入目標の策定等が、「規制改革

実施計画」（令和５年６月 16日閣議決定）において、公共部門の太陽光発電の導入目

標達成に向けた PDCAを回す仕組みとして連絡会議の設置等が求められている。 

○ こうした状況を踏まえ、各府省庁における太陽光発電の目標等について議論し、地方

公共団体の取組状況も含めた情報共有等を行う場として、環境省が事務局となり全府

省庁を構成員とする連絡会議を設置する。 

 

２．関係府省庁連絡会議の役割 

（１）公共部門の太陽光発電導入目標達成に向けた調整 

○ エネルギー需給見通しにおいて公共部門で太陽光発電の 6.0GW の導入見込みが掲げ

られていることを踏まえ、各府省庁及び地方公共団体の施設種別の太陽光発電の導入

目標の策定や精緻化等を行う。 

○ 政府実行計画において太陽光発電設備の整備のための計画の策定が求められている

ことを踏まえ、太陽光発電の整備計画についての調整や、太陽光発電設備の導入にお

ける優良事例の共有等、公共部門の導入目標の達成に向けた調整を行う。 

 

（２）政府実行計画の目標達成に向けた調整 

○ （１）の他、優良事例の共有等、政府実行計画の目標達成に向けた調整を行う。 

 

資料１－１ 
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（３）その他、公共部門・公的部門の脱炭素化に関する取組についての調整 

○ その他、公共部門・公的部門の脱炭素化に関する取組について調整を行う。 

 

３．今後の進め方（案） 

○ 第１回連絡会議において、政府施設における太陽光発電の導入目標等を決定。 

○ 第１回連絡会議で共有する太陽光発電整備計画の雛形を基に、今年度中に各府省庁に

おいて計画を作成。 

○ 今年度の政府実行計画のフォローアップ調査、地方公共団体実行計画の施行状況調査

の結果（令和５年末～令和６年２月頃に集計予定）について、国、地方公共団体の施

設種別の目標や太陽光発電整備計画に反映。 

○ 今年度末（令和６年３月頃）に開催する連絡会議において、地方公共団体の施設種別

の目標決定、各府省庁の太陽光発電整備計画を集約。 

○ その他、各種取組の状況等を踏まえ、必要に応じて連絡会議を開催。 

※公共部門の太陽光発電導入目標、各府省庁の太陽光発電整備計画については、毎年度

更新することを想定。 

  



 

3 

 

○「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置につ

いて定める計画」（令和３年 10月 22日閣議決定）（抜粋） 

 

第三 政府の温室効果ガスの総排出量に関する目標 

政府実行計画に盛り込まれた措置を着実に実施することにより、2013年度を基準として、

政府の事務及び事業に伴い直接的及び間接的に排出される温室効果ガスの総排出量を 2030

年度までに 50％削減することを目標とする。 

 

第四 措置の内容 

１  再生可能エネルギーの最大限の活用に向けた取組 

(1) 太陽光発電の最大限の導入 

地方支分部局も含め政府が保有する建築物及び土地における太陽光発電の最大限の

導入を図るため、以下の整備方針に基づき進め、2030年度には設置可能な建築物（敷地

を含む。）の約50％以上に太陽光発電設備を設置することを目指す。その際、必要に応

じ、ＰＰＡモデルの活用も検討する。 

ア  政府が新築する庁舎等の建築物における整備 

政府が新築する庁舎等の建築物について、太陽光発電設備を最大限設置することを

徹底する。 

イ  政府が保有する既存の庁舎等の建築物及び土地における整備 

政府が保有する既存の庁舎等の建築物及び土地については、その性質上適しない場

合を除き、太陽光発電設備の設置可能性について検討を行い、太陽光発電設備を最大

限設置することを徹底する。 

ウ  整備計画の策定 

各府省庁は、これまでの整備計画の達成状況と今後の庁舎等の新築及び改修等の

予定も踏まえ、原則としてア及びイに基づく太陽光発電の導入に関する整備計画を策

定し、計画的な整備を進める。

参考１ 
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○中央環境審議会からの意見（地球温暖化対策推進本部 幹事会（第４５回）資料２－１）（抜粋） 

 

参考２ 
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○2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）（令和３年９月 資源エネルギー庁）（抜粋） 

  

参考３ 
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○規制改革実施計画（令和 4年 6月 7日閣議決定）（抜粋） 

(5)国や地方公共団体が所有する公共施設における再生可能エネルギーの推進 

No. 事項名 規制改革の内容 

30 再生可能エネルギーの促進に係る、地

球温暖化対策の推進に関する法律上

の公共部門の率先実行のＰＤＣＡの

改善 

「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年 10月 22日公表）における 2030年度の太陽光発電の

導入見込みにおいて、「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）に基づく政府実行計画

等に基づき、公共部門が率先して実行」することで 6.0ＧＷ（以下「ＧＷ導入目標」という。）分の導入が見込ま

れているが、その達成に向けて着実にＰＤＣＡを回していくために、以下の措置を講ずる。 

規制改革の内容 実施時期 所管府省 

a 環境省は、各省庁及び地方公共団体に対して行うフォローアップ調査や施行状況調査等を通じて、施設の種別等に応じ

て太陽光発電のｋＷベースでの導入実績及び 2030年度の導入見通しの把握を実施する。また、把握した地方公共団体

の施設種別の導入実績・導入見通しは、各省庁に共有する。 

令和４年度措

置、以降毎年

度実施 

環境省 

b 環境省及びその他各省庁は、aにおいて把握した国及び地方公共団体における導入見通しの総計とＧＷ導入目標との整

合性を踏まえて、施設種別に、ｋＷベースでの 2030年度の主に太陽光発電による再生可能エネルギーの導入目標を策

定し、ＧＷ導入目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組みを構築する。 

aを踏まえて、

令和５年上期

措置 

環境省 

その他全省庁 

c 関係省庁は、所管する行政分野に関する事務を担当する地方公共団体の各部局に対して、地方公共団体が所有する公共

施設（敷地を含む）において主に太陽光発電による再生可能エネルギーの導入が進むよう支援や助言、情報提供等を実

施する。 

順次措置 警察庁 

総務省（消防庁） 
文部科学省 

厚生労働省 

国土交通省 

環境省 

d 環境省は、各省庁に対して行うフォローアップ調査等を通じて、各省庁が把握するよう努めた独立行政法人等の計画策

定状況及びｋＷベースの導入実績について取りまとめ、その状況を公表する。また、地方公共団体実行計画策定・実施

マニュアルに「国・地方公共団体以外の公的機関の率先実行の促進」に関する記載を追加しており、さらに、施行状況

調査に地方独立行政法人の計画策定等に関する設問を追加し、結果を取りまとめて公表する。 

令和５年上期

措置 

環境省 

e 環境省は、低炭素社会実行計画等を策定している特殊法人であったとしても、当該法人が策定する同計画に、政府実行

計画に定められた各種目標が内包されていない場合には、政府実行計画に準じた計画の策定を当該特殊法人に促すとと

もに、政府実行計画に準じた計画の策定が適当でない場合はその理由を把握する等の取組を各省庁に対して依頼する。 

令和４年度措

置 

環境省 

参考４ 
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○規制改革実施計画（令和 5年 6月 16日閣議決定）（抜粋） 

<グリーン分野>(6)その他 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

79 再生可能エネルギーの

促進に係る、地球温暖化

対策の推進に関する法

律上の公共部門の率先

実行のＰＤＣＡの改善 

「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年 10月 22日公

表）における 2030年度の太陽光発電の導入見込みにおいて、「地球温暖

化対策の推進に関する法律に基づく政府実行計画等に基づき、公共部門

が率先して実行」することで 6.0ＧＷ（以下「ＧＷ導入目標」という。）

分の導入が見込まれているが、環境省及びその他各府省庁は、ＧＷ導入

目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組みとして連絡会議を設置し、当

該連絡会議を活用して、施設種別のｋＷベースでの 2030 年度の主に太

陽光発電による再生可能エネルギーの導入目標の策定・精緻化も含め、

ＧＷ導入目標の着実な達成に向けて適切に調整を行うなど必要な措置を

講ずる。 

令和５年上期措

置、以降順次措置 

環境省 

内閣官房 

内閣府 

宮内庁 

警察庁 

こども家庭庁 

総務省 

法務省 

外務省 

財務省 

文部科学省 

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省 

国土交通省 

防衛省 

人事院 

会計検査院※ 

※内閣から独立した機関であ

るが、趣旨を踏まえ、オブザー

バーとして参加している。 

 


